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○標準媒介契約約款（平成二年一月三十一日建設省告示第百十五号）の一部を改正する告示案新旧対照表 （傍線の部分は改正部分）

改 正 案 現 行

一 標準専任媒介契約約款 一 標準専任媒介契約約款

標準専任媒介契約約款は、次の専任媒介契約書及び専任媒介契約約款 標準専任媒介契約約款は、次の専任媒介契約書及び専任媒介契約約款

とする。ただし、依頼者に不利益とならない特約を妨げないものとする とする。ただし、依頼者に不利益とならない特約を妨げないものとする

。 。

(1) 専任媒介契約書 (1) 専任媒介契約書

（略） （略）

１ 成約に向けての義務 １ 成約に向けての積極的努力義務

一 乙は、契約の相手方を探索するとともに、契約の相手方との契約条

件の調整等を行い、契約の成立に向けて積極的に努力します。

二 乙は、甲に対し、＊１ により、＊２ 回以上の 一 乙は、甲に対し、文書により２週間に１回以上業務の処理状況を報

頻度で業務の処理状況を報告します。 告します。

三 乙は、広く契約の相手方を探索するため、目的物件につき、所在地 二 乙は、広く契約の相手方を探索するため、目的物件につき、所在地

、規模、形質、媒介価額その他の事項を、＊３ 、規模、形質、媒介価額その他の事項を、＊

にこの媒介契約の締結の日の翌日から＊４ 日以内（乙の休業 にこの媒介契約の締結の日の翌日から７日以内（乙の休業日を含

日を含みません。）に登録します。また、目的物件を登録したときは みません。）に登録するとともに、契約の成立に向けて積極的に努力

、遅滞なく、甲に対して宅地建物取引業法第50条の６に定める登録を します。また、目的物件を登録したときは、遅滞なく、甲に対して宅

証する書面を交付します。 地建物取引業法第50条の６に定める登録を証する書面を交付します。

なお、乙は、目的物件の売買又は交換の契約が成立したときは、宅 ＊当該目的物件の所在地を含む地域を対象として登録業務を行ってい

地建物取引業法第34条の２第７項に基づき当該契約に関する情報を指 る指定流通機構の名称を記入する。

定流通機構に通知し、当該契約に関する情報は、当該指定流通機構か

ら宅地建物取引業者に提供されるなど、宅地建物取引業法第50条の３
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及び第50条の７に定める指定流通機構の業務のために利用されます。

備考

＊１ 文書又は電子メールのうちいずれかの方法を選択して記入する

こと。

＊２ 宅地建物取引業法第34条の２第８項に定める頻度（２週間に１

回以上）の範囲内で具体的な頻度を記入すること。

＊３ 当該目的物件の所在地を含む地域を対象として登録業務を行っ

ている指定流通機構の名称を記入すること。

＊４ 宅地建物取引業法第34条の２第５項及び宅地建物取引業法施行

規則第15条の８に定める期間（７日以内）の範囲内で具体的な期

間を記入すること。

２ 媒介に係る業務

乙は、１に掲げる義務を履行するとともに、次の業務を行います。

一 乙は、甲に対し、目的物件を売買すべき価額又は評価額について意

見を述べるときは、その根拠を明らかにして説明を行います。

二 甲が乙に目的物件の購入又は取得を依頼した場合にあっては、乙は

、甲に対し、目的物件の売買又は交換の契約が成立するまでの間に、

取引主任者をして、宅地建物取引業法第35条に定める重要事項につい

て、取引主任者が記名押印した書面を交付して説明させます。

三 乙は、目的物件の売買又は交換の契約が成立したときは、甲及び甲

の相手方に対し、遅滞なく、宅地建物取引業法第37条に定める書面を

作成し、取引主任者に当該書面に記名押印させた上で、これを交付し

ます。

四 乙は、甲に対し、登記、決済手続等の目的物件の引渡しに係る事務

の補助を行います。
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五 その他（ ）

３ （略） ２ （略）

４ （略） ３ （略）

５ （略） ４ （略）

６ （略） ５ （略）

別表 （略） 別表 （略）

(2) 専任媒介契約約款 (2) 専任媒介契約約款

専 任 媒 介 契 約 約 款 専 任 媒 介 契 約 約 款

第１条～第３条 （略） 第１条～第３条 （略）

（宅地建物取引業者の義務等） （媒介価額に関する意見の根拠の明示）

第４条 乙は、次の事項を履行する義務を負います。 第４条 乙は、媒介価額の決定に際し、甲に、その価額に関する意見を述

一 契約の相手方を探索するとともに、契約の相手方との契約条件の調 べるときは、根拠を示して説明しなければなりません。

整等を行い、契約の成立に向けて積極的に努力すること。

二 甲に対して、専任媒介契約書に記載する方法及び頻度により業務の

処理状況を報告すること。

三 広く契約の相手方を探索するため、目的物件につき、所在地、規模

、形質、媒介価額その他の事項を、専任媒介契約書に記載する指定流

通機構に媒介契約の締結の日の翌日から専任媒介契約書に記載する期

間内（乙の休業日を含みません。）に登録すること。

四 前号の登録をしたときは、遅滞なく、指定流通機構が発行した宅地
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建物取引業法第50条の6に定める登録を証する書面を甲に対して交付

すること。

２ 乙は、前項に掲げる義務を履行するとともに、次の業務を行います。

一 媒介価額の決定に際し、甲に、その価額に関する意見を述べるとき

は、根拠を示して説明を行うこと。

二 甲が乙に目的物件の購入又は取得を依頼した場合にあっては、甲に

対して、目的物件の売買又は交換の契約が成立するまでの間に、取引

主任者をして、宅地建物取引業法第35条に定める重要事項について、

取引主任者が記名押印した書面を交付して説明させること。

三 目的物件の売買又は交換の契約が成立したときは、甲及び甲の相手

方に対して、遅滞なく、宅地建物取引業法第37条に定める書面を作成

し、取引主任者に当該書面に記名押印させた上で、これを交付するこ

と。

四 甲に対して、登記、決済手続等の目的物件の引渡しに係る事務の補

助を行うこと。

五 その他専任媒介契約書に記載する業務を行うこと。

第５条・第６条 （略） 第５条・第６条 （略）

（宅地建物取引業者の義務）

第７条 乙は、次の事項を履行する義務を負います。

一 甲に対して、文書により２週間に１回以上業務の処理状況を報告す

ること。

二 広く契約の相手方を探索するため、目的物件につき、所在地、規模

、形質、媒介価額その他の事項を、専任媒介契約書に記載する指定流

通機構に媒介契約の締結の日の翌日から７日以内（乙の休業日を含み
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ません。）に登録するとともに、契約の成立に向けて積極的に努力す

ること。

三 前号の登録をしたときは、遅滞なく、指定流通機構が発行した宅地

建物取引業法第50条の6に定める登録を証する書面を甲に対して交付

すること。

（報酬の請求） （報酬の請求）

第７条 （略） 第８条 （略）

（報酬の受領の時期） （報酬の受領の時期）

第８条 （略） 第９条 （略）

（特別依頼に係る費用） （特別依頼に係る費用）

第９条 （略） 第１０条 （略）

（直接取引） （直接取引）

第１０条 （略） 第１１条 （略）

（違約金の請求） （違約金の請求）

第１１条 （略） 第１２条 （略）

（自ら発見した相手方と契約しようとする場合の通知） （自ら発見した相手方と契約しようとする場合の通知）

第１２条 （略） 第１３条 （略）

（費用償還の請求） （費用償還の請求）

第１３条 （略） 第１４条 （略）

（更新） （更新）

第１４条 （略） 第１５条 （略）

（契約の解除） （契約の解除）

第１５条 （略） 第１６条 （略）

第１６条 （略） 第１７条 （略）
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（特約） （特約）

第１７条 （略） 第１８条 （略）

二 標準専属専任媒介契約約款 二 標準専属専任媒介契約約款

標準専属専任媒介契約約款は、次の専属専任媒介契約書及び専属専任 標準専属専任媒介契約約款は、次の専属専任媒介契約書及び専属専任

媒介契約約款とする。ただし、依頼者に不利益とならない特約を妨げな 媒介契約約款とする。ただし、依頼者に不利益とならない特約を妨げな

いものとする。 いものとする。

(1) 専属専任媒介契約書 (1) 専属専任媒介契約書

（略） （略）

１ 成約に向けての義務 １ 成約に向けての積極的努力義務

一 乙は、契約の相手方を探索するとともに、契約の相手方との契約条

件の調整等を行い、契約の成立に向けて積極的に努力します。

二 乙は、甲に対し、＊１ により、＊２ 回以上の 一 乙は、甲に対し、文書により１週間に１回以上業務の処理状況を報

頻度で業務の処理状況を報告します。 告します。

三 乙は、広く契約の相手方を探索するため、目的物件につき、所在地 二 乙は、広く契約の相手方を探索するため、目的物件につき、所在地

、規模、形質、媒介価額その他の事項を、＊３ 、規模、形質、媒介価額その他の事項を、＊

にこの媒介契約の締結の日の翌日から＊４ 日以内（乙の休業 にこの媒介契約の締結の日の翌日から５日以内（乙の休業日を含

日を含みません。）に登録します。また、目的物件を登録したときは みません。）に登録するとともに、契約の成立に向けて積極的に努力

、遅滞なく、甲に対して宅地建物取引業法第50条の６に定める登録を します。また、目的物件を登録したときは、遅滞なく、甲に対して宅

証する書面を交付します。 地建物取引業法第50条の６に定める登録を証する書面を交付します。

なお、乙は、目的物件の売買又は交換の契約が成立したときは、宅 ＊当該目的物件の所在地を含む地域を対象として登録業務を行ってい

地建物取引業法第34条の２第７項に基づき当該契約に関する情報を指 る指定流通機構の名称を記入する。

定流通機構に通知し、当該契約に関する情報は、当該指定流通機構か

ら宅地建物取引業者に提供されるなど、宅地建物取引業法第50条の３
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及び第50条の７に定める指定流通機構の業務のために利用されます。

備考

＊１ 文書又は電子メールのうちいずれかの方法を選択して記入する

こと。

＊２ 宅地建物取引業法第34条の２第８項に定める頻度（１週間に１

回以上）の範囲内で具体的な頻度を記入すること。

＊３ 当該目的物件の所在地を含む地域を対象として登録業務を行っ

ている指定流通機構の名称を記入すること。

＊４ 宅地建物取引業法第34条の２第５項及び宅地建物取引業法施行

規則第15条の８に定める期間（５日以内）の範囲内で具体的な期

間を記入すること。

２ 媒介に係る業務

乙は、１に掲げる義務を履行するとともに、次の業務を行います。

一 乙は、甲に対し、目的物件を売買すべき価額又は評価額について意

見を述べるときは、その根拠を明らかにして説明を行います。

二 甲が乙に目的物件の購入又は取得を依頼した場合にあっては、乙は

、甲に対し、目的物件の売買又は交換の契約が成立するまでの間に、

取引主任者をして、宅地建物取引業法第35条に定める重要事項につい

て、取引主任者が記名押印した書面を交付して説明させます。

三 乙は、目的物件の売買又は交換の契約が成立したときは、甲及び甲

の相手方に対し、遅滞なく、宅地建物取引業法第37条に定める書面を

作成し、取引主任者に当該書面に記名押印させた上で、これを交付し

ます。

四 乙は、甲に対し、登記、決済手続等の目的物件の引渡しに係る事務

の補助を行います。
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五 その他（ ）

３ （略） ２ （略）

４ （略） ３ （略）

５ （略） ４ （略）

６ （略） ５ （略）

別表 （略） 別表 （略）

(2) 専属専任媒介契約約款 (2) 専属専任媒介契約約款

専 属 専 任 媒 介 契 約 約 款 専 属 専 任 媒 介 契 約 約 款

第１条～第３条 （略） 第１条～第３条 （略）

（宅地建物取引業者の義務等） （媒介価額に関する意見の根拠の明示）

第４条 乙は、次の事項を履行する義務を負います。 第４条 乙は、媒介価額の決定に際し、甲に、その価額に関する意見を述

一 契約の相手方を探索するとともに、契約の相手方との契約条件の調 べるときは、根拠を示して説明しなければなりません。

整等を行い、契約の成立に向けて積極的に努力すること。

二 甲に対して、専属専任媒介契約書に記載する方法及び頻度により業

務の処理状況を報告すること。

三 広く契約の相手方を探索するため、目的物件につき、所在地、規模

、形質、媒介価額その他の事項を、専属専任媒介契約書に記載する指

定流通機構に媒介契約の締結の日の翌日から専属専任媒介契約書に記

載する期間内（乙の休業日を含みません。）に登録すること。

四 前号の登録をしたときは、遅滞なく、指定流通機構が発行した宅地



- 9 -

建物取引業法第50条の6に定める登録を証する書面を甲に対して交付

すること。

２ 乙は、前項に掲げる義務を履行するとともに、次の業務を行います。

一 媒介価額の決定に際し、甲に、その価額に関する意見を述べるとき

は、根拠を示して説明を行うこと。

二 甲が乙に目的物件の購入又は取得を依頼した場合にあっては、甲に

対して、目的物件の売買又は交換の契約が成立するまでの間に、取引

主任者をして、宅地建物取引業法第35条に定める重要事項について、

取引主任者が記名押印した書面を交付して説明させること。

三 目的物件の売買又は交換の契約が成立したときは、甲及び甲の相手

方に対して、遅滞なく、宅地建物取引業法第37条に定める書面を作成

し、取引主任者に当該書面に記名押印させた上で、これを交付するこ

と。

四 甲に対して、登記、決済手続等の目的物件の引渡しに係る事務の補

助を行うこと。

五 その他専属専任媒介契約書に記載する業務を行うこと。

第５条・第６条 （略） 第５条・第６条 （略）

（宅地建物取引業者の義務）

第７条 乙は、次の事項を履行する義務を負います。

一 甲に対して、文書により１週間に１回以上業務の処理状況を報告す

ること。

二 広く契約の相手方を探索するため、目的物件につき、所在地、規模

、形質、媒介価額その他の事項を、専属専任媒介契約書に記載する指

定流通機構に媒介契約の締結の日の翌日から５日以内（乙の休業日を
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含みません。）に登録するとともに、契約の成立に向けて積極的に努

力すること。

三 前号の登録をしたときは、遅滞なく、指定流通機構が発行した宅地

建物取引業法第50条の6に定める登録を証する書面を甲に対して交付

すること。

（報酬の請求） （報酬の請求）

第７条 （略） 第８条 （略）

（報酬の受領の時期） （報酬の受領の時期）

第８条 （略） 第９条 （略）

（特別依頼に係る費用） （特別依頼に係る費用）

第９条 （略） 第１０条 （略）

（直接取引） （直接取引）

第１０条 （略） 第１１条 （略）

（違約金の請求） （違約金の請求）

第１１条 （略） 第１２条 （略）

（費用償還の請求） （費用償還の請求）

第１２条 （略） 第１３条 （略）

（更新） （更新）

第１３条 （略） 第１４条 （略）

（契約の解除） （契約の解除）

第１４条 （略） 第１５条 （略）

第１５条 （略） 第１６条 （略）

（特約） （特約）

第１６条 （略） 第１７条 （略）

三 標準一般媒介契約約款 三 標準一般媒介契約約款
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標準一般媒介契約約款は、次の一般媒介契約書及び一般媒介契約約款 標準一般媒介契約約款は、次の一般媒介契約書及び一般媒介契約約款

とする。ただし、依頼者に不利益とならない特約を妨げないものとする とする。ただし、依頼者に不利益とならない特約を妨げないものとする

。 。

(1) 一般媒介契約書 (1) 一般媒介契約書

（略） （略）

１ （略） １ （略）

２ 甲の通知義務 ２ 通知義務

（略） （略）

３ 媒介に係る乙の業務

乙は、契約の相手方との契約条件の調整等を行い、契約の成立に向け

て努力するとともに、次の業務を行います。

一 乙は、甲に対し、目的物件を売買すべき価額又は評価額について意

見を述べるときは、その根拠を明らかにして説明を行います。

二 甲が乙に目的物件の購入又は取得を依頼した場合にあっては、乙は

、甲に対し、目的物件の売買又は交換の契約が成立するまでの間に、

取引主任者をして、宅地建物取引業法第35条に定める重要事項につい

て、取引主任者が記名押印した書面を交付して説明させます。

三 乙は、目的物件の売買又は交換の契約が成立したときは、甲及び甲

の相手方に対し、遅滞なく、宅地建物取引業法第37条に定める書面を

作成し、取引主任者に当該書面に記名押印させた上で、これを交付し

ます。

四 乙は、甲に対し、登記、決済手続等の目的物件の引渡しに係る事務

の補助を行います。
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五 その他（ ）

４ （略） ３ （略）

５ （略） ４ （略）

６ （略） ５ （略）

７ （略） ６ （略）

８ （略） ７ （略）

別表 （略） 別表 （略）

(2) 一般媒介契約約款 (2) 一般媒介契約約款

一 般 媒 介 契 約 約 款 一 般 媒 介 契 約 約 款

第１条～第４条 （略） 第１条～第４条 （略）

（宅地建物取引業者の業務） （媒介価額に関する意見の根拠の明示）

第５条 乙は、契約の相手方との契約条件の調整等を行い、契約の成立に 第５条 乙は、媒介価額の決定に際し、甲に、その価額に関する意見を述

向けて努力するとともに、次の業務を行います。 べるときは、根拠を示して説明しなければなりません。

一 媒介価額の決定に際し、甲に、その価額に関する意見を述べるとき

は、根拠を示して説明を行うこと。

二 甲が乙に目的物件の購入又は取得を依頼した場合にあっては、甲に

対して、目的物件の売買又は交換の契約が成立するまでの間に、取引

主任者をして、宅地建物取引業法第35条に定める重要事項について、

取引主任者が記名押印した書面を交付して説明させること。

三 目的物件の売買又は交換の契約が成立したときは、甲及び甲の相手
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方に対して、遅滞なく、宅地建物取引業法第37条に定める書面を作成

し、取引主任者に当該書面に記名押印させた上で、これを交付するこ

と。

四 甲に対して、登記、決済手続等の目的物件の引渡しに係る事務の補

助を行うこと。

五 その他一般媒介契約書に記載する業務を行うこと。

第６条～第１８条 （略） 第６条～第１８条 （略）


